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災害から住民の生命、身体及び財産を保護するために必要な災害対策活動及び啓発活動を行うもの。

１ 概 要

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

272～273 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 １-２ 災害対策活動費

千円
３５，５０３

-２-

➀ 災害時用備蓄物資の購入

災害時用として備蓄している物資の定期入れ替えを実施するとともに、新たに、特に孤立する可能性が高いと考
えられる地域（以下、「孤立想定地域」という。）の想定避難者（※)の２日分の備蓄物資を購入し、分散して保管する。
※３ページ参照

（１） 事業費 ６，８２１千円（うち、孤立想定地域分：１，９０５千円）

（２） 拡大内容 孤立想定地域分の備蓄物資購入

（３） 事業期間 ４年単位 ※R7～R10で追加分購入予定、R11以降は賞味期限切れに伴う入れ替えを実施

（４） 配置方法 賞味期限切れに伴う入れ替えの必要性の観点から、４年間で数量を増加させる

（５） 購入物資 食料（パンやご飯、野菜ジュースなど）、水、生活用品（トイレ袋や生理用品）



孤立想定地域イメージ図

種
別

品 名 現在
孤立想定地域
追加後

食
料
品

缶詰パン 7,200食 9,200食

アルファ化米
・レトルト食品

14,400食 18,400食

飲料水 21,600ℓ 27,600ℓ

ミルク 390食 520食

生
活
用
品

おむつ（乳幼児用） 1,000枚 1,300枚

おむつ（大人用） 500枚 1,000枚

生理用品 1,000枚 9,500枚

非常用トイレ袋 36,000枚 46,000枚

「孤立想定地域」
（県の定義）
中山間地域、沿岸地域、島嶼部等の地区及び集落において、道路交通または
海上交通による外部アクセスが、
・地震、風水害に伴う土砂災害や液状化等による道路構造物の損傷、
道路への土砂堆積
・津波による浸水、道路構造物の損傷、流出物の堆積
・地震または津波による船舶の停泊施設の被災
等の要因により人の移動・物資の流通の点で困難となり、住民生活が困難もし
くは不可能となる状態になること
（市の想定）
・アクセス道路が１本または２本
・当該地域への全てのアクセス道路の一部区間が、土砂災害特別警戒区域、
浸水想定区域及び津波災害警戒区域いずれかの対象

「備蓄物資保管場所」 ※ は現在の保管場所
食料や水、生活用品の配置場所 ※ は追加予定の保管場所

備蓄目標数

孤立想定地域の
人口（約20,000人）の
５％である1,000人分を
備蓄目標に追加

-３-



№ 地区 内閣府孤立集落調査に基づく地区
アクセス
道路数

内閣府孤立集落調査地区を含む町の
人口 （人）

1 小ヶ倉 大山 1 大山町 162

2
中央

畦別当 2 畦別当町 45

3 重籠 1 田手原町 808
4

日見
春日，小崎 2 春日町 129

5 潮見，小賀浦 2 潮見町 140
6

茂木

宮摺 2 宮摺町 144

7 山川河内 2 太田尾町 329

8 片峰 2 飯香浦町 482
9

東長崎
川内 2 川内町 162

10 牧島 1 牧島町 662

11 外海
丸尾 2 神浦丸尾町 161

12 池島郷 1 池島町 94

13

琴海

大子 2 琴海形上町 627

14 村松 2 琴海村松町 1,531

15
琴海ニュータウン 2 西海町 5,523

16 小口 1 琴海尾戸町 485

17 式見
見崎・相川 1 見崎町・相川町 353

18 四杖 2 四杖町 546

19 福田 大浜 2 大浜町 3,932

20
伊王島

船津・大明寺 1
伊王島1～2丁目 594

21
馬込 1

22 高島 本町 1 高島町 249

23
三和

布巻 2 布巻町 908

24 岳路 2 蚊焼町 1,885

25
野母崎 樺島 1 野母崎樺島町 388

合計 20,339（人）

（住民基本台帳による人口：令和６年１２月３１日現在）

-４-
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④ その他
（１） 気象情報提供サービス利用料 ２，６４０ 千円
（２） 防災メール配信に係る委託料 ７５３ 千円
（３） 防災啓発動画の作成に係る委託料 ６７１ 千円
（４） 防災の日関連イベント開催に係る委託料 ４４６ 千円
（５） その他経費（報酬、消耗品費、通信費、手数料等） １４，２６８ 千円

② 総合案内板設置

令和３年から令和４年に指定した指定緊急避難場所８５箇所において、令和５年度から令和７年度の３年
間で総合案内板の設置を行う。
（１） 事業費 ９，１１５千円
（２） 内 容 指定緊急避難場所２８箇所に総合案内板を設置
（３） 設置場所 P７（参考）総合案内板設置予定指定緊急避難場所一覧のとおり

③ 地域と連携した避難所運営

避難所を速やかに開設し、避難者を受け入れる体制を確立するため、避難所要員と地域の方が連携して
避難所の迅速開設及び運営を行うとともに、避難しやすい環境づくりによる自主避難の促進を図る。
（１） 事業費 ７８９千円（謝礼金）
（２） 連携内容 開設・運営を連携する避難所：２０箇所、開設のみ連携する避難所：３８箇所
（３） 連携避難所 P８（参考）地域と連携した避難所一覧のとおり

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
３５，５０３

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１，２９６

千円
３４，２０７

※ 防災体制整備基金繰入金 １，１７５千円、戸別受信機売払収入 ９６千円、雇用保険料個人負担分 ２５千円
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総合案内板（イメージ_令和５年度実施分）

（参考）



（参考）

総合案内板設置予定指定緊急避難場所一覧
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地域と連携した避難所一覧（令和７年２月１日現在）

◆開設・運営20か所 ◆開設のみ38か所

-８-

番号 区分 名称

1 小島中学校

2 小島地区ふれあいセンター

3 飽浦小学校

4 淵町公民館

5 稲佐地域コミュニティー消防センター

6 西坂小学校

7 小江原小学校

8 西山台小学校

9 南公民館

10 小菅町公民館

11 戸町小学校

12 新戸町公民館

13 小ヶ倉 小ヶ倉地区ふれあいセンター

14 平間公民館

15 東公民館

16 かき道公民館

17 深堀 深堀地区ふれあいセンター

18 三重 三重地区市民センター

19 琴海 旭ヶ丘公民館

20 外海 出津地区ふれあいセンター

中央

東長崎

番号 区分 名称 番号 区分 名称

1 桜馬場地区ふれあいセンター 21 土井首 平山台集会所

2 長崎県スポーツ協会スポーツ合宿所 22 晴海台地区ふれあいセンター

3 銭座小学校 23 蚊焼地区ふれあいセンター

4 西城山校区西部自治会公民館 24 香焼ひまわり

5 園田町公民館 25 香焼地区公民館

6 西北・岩屋ふれあいセンター 26 高島 高島ふれあいセンター

7 三川町公民館 27 野母地区公民館

8 岩屋中学校 28 黒浜町公民館

9 長崎工業高等学校 29 野母崎文化センター

10 横尾地区ふれあいセンター 30 木場自治会集会所

11 横尾中学校 31 野母崎樺島地区ふれあいセンター

12 横尾小学校 32 脇岬地区ふれあいセンター

13 滑石公民館 33 西海コミュニティセンター

14 茂木地区ふれあいセンター 34 琴海ニュータウン公民館

15 玉台寺 35 琴海活性化センター（四季彩館）

16 大崎びわ集出荷場 36 黒崎地区公民館

17 南小学校 37 池島中央会館

18 式見 式見地区ふれあいセンター 38 池島荘

19 日見 坂下公民館

20 小ヶ倉 ダイヤランドふれあいセンター

中央

西浦上

滑石

茂木

三和

香焼

琴海

外海

野母崎



１ 概 要

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

272～273 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 １-３ 自主防災組織活動費

千円
１，９１９

-９-

自助・共助の精神に基づく自主防災組織の結成促進及び活動活性化を図るとともに、地域防災の推進役となる

長崎市民防災リーダーを地域ごとに養成することで、地域防災力の向上を図る。

また、防災に関する知識を身につけた市民の増加を図るため、ながさき防災サポーターを養成する。

➀ 自主防災組織の結成促進及び既存の自主防災組織の活動活性化

（１） 事業費 ８８２ 千円

ア 防災啓発用品購入費 ７５０ 千円

イ 自主防災組織への助成資機材購入等 １３２ 千円

（２） 内容

ア 自主防災組織が未結成の自治会や地域コミュ二ティ連絡協議会等へ、
組織的な防災活動の必要性について個別の説明会や防災講話を開催し、結成促進を図る。

イ 避難所運営訓練など、地域の防災訓練の実施支援を行い、地域の防災活動を活性化する。

自主防災組織による
避難所運営訓練の様子
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
１，９１９

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１，９１６

千円
３

（１） 事業費 １，０３７ 千円

※長崎伝習所基金 １，００８千円、防災体制整備基金繰入金 ９０８千円

ア 講師等謝礼金 １１１ 千円

イ 認定者助成品購入費 ７５０ 千円

ウ 講習開催に係る消耗品購入費や郵送料等 １７６ 千円

（２） 内容

ア 地域の推進役となる長崎市民防災リーダー養成講習及び認定者が地域で活動できる

スキルを維持するためのフォローアップ研修を実施する。

イ 防災に関する知識を有するながさき防災サポーター養成講習を実施する。

② 長崎市民防災リーダー養成講習及びながさき防災サポーター養成講習の実施

【令和７年度養成講習予定】

長崎市民防災リーダー ：開催時期 12月 定員60人

ながさき防災サポーター：開催時期 1月 定員50人

【認定者数】（R７．２．１現在）

長崎市民防災リーダー ：1,340人

ながさき防災サポーター：81人

フォローアップ研修の様子



➀ 自主防災組織の結成数及び活動カバー率推移

② 長崎市民防災リーダー及びながさき防災サポーター認定者推移

※ 活動カバー率は、市内全自治会の世帯数のうち、自主防災組織を結成している自治会の世帯数の割合

※新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止

（参考）

-11-

R7.2.1現在

R7.2.1現在

R2 R3 R4 R5 R6

認定者数 38 中止 32 36 38

累計 1,234 1,234 1,266 1,302 1,340

認定者数 中止 中止 12 42 27

累計 - - 12 54 81

　防災リーダー
　（平成21年度～）

　防災サポーター
　（令和元年度～）※

年度

※ ※

※



１ 概 要

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

272～273 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 1－5 被災者台帳作成システム整備費

千円
４，３６１

-12-

発災後の被害認定調査から生活再建支援までの被災者支援業務に必要な被災者台帳の作成や罹災証明書の発

行、被災者生活再建支援金等の支援状況を一元的に管理できるシステムを導入し、被災者支援業務の迅速化・効

率化を図るもの。

（１）事業費 ４，３６１千円

（２）主な支援機能

被災者台帳管理、建物被害認定調査、罹災証明書発行、避難行動要支援者名簿管理

（３）関係所属

防災危機管理室、資産税課、収納課、高齢者すこやか支援課、障害福祉課、介護保険課、幼児課、
後期高齢者医療室、自治振興課、市民税課、国民健康保険課、建築総務課、料金サービス課 など

（４）訓練及び研修

効率的なシステム運用ができる職員の育成を行うための訓練及び研修等を定期的に実施し、
大規模災害時にも円滑に対応できる人材及びシステム運用体制を継続的に構築する。

新市役所創造Ｐアクションプラン該当事業
Ｂ１ 市民サービスの最適化
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円
４，３６１

千円
－

千円
－

千円
４，１００

千円
－

千円
２６１

※緊急防災・減災事業債 ４，１００千円（充当率100％、交付税措置率70％）

４ 参 考

一元管理

被災 り災証明 支援受給 生活再建

建物被害
認定調査

り災証明書
発行

・仮設住宅
・税等の減免
・支援金支給 等

発災

被災者台帳
作成システム

被災者

自治体

写真はイメージ（内閣府HPより） 写真は長崎大水害の被害状況

被災者台帳

住民情報



１ 概 要

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

274～275 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 ３-１ 防災行政無線機器更新

千円
３１，１００

-14-

令和２年度に整備した防災行政無線機器のうち、耐用年数が経過する無停電電源装置やバッテリー等の定期更新

を新たに行うもの。

（１）更新箇所

ア 配信局（計９箇所）：本庁、消防局、
地域センター（香焼、伊王島、高島、野母崎、外海、三和、琴海）

イ 中継局（計４箇所）：八郎岳、帆場岳、県民の森、野母崎樺島
ウ 屋外拡声子局（計５１７本）

（２）実施期間 令和７年度～令和１１年度

（３）令和７年度事業費 ３１，１００千円

（４）実施予定箇所

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

配信局 本庁、消防局 地域センター － － －

中継局 全４局 － － － －

屋外拡声子局 ９０本 １００本 １０９本 １０９本 １０９本 計５１７本
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円
３１，１００

千円
－

千円
－

千円
２３，３００

千円
－

千円
７，８００

※防災対策事業債 ２３，３００千円（充当率75％、交付税措置率30％）

中継局

配信局 システム保守業者

４ 防災行政無線システムイメージ図

屋外拡声子局



１ 概 要

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

314～315 １１
災害復旧費

３
市有施設等
災害復旧費

１
市有施設等
災害復旧費

1－3 【単独】市有施設災害復旧費
過年度災害分

千円
7,700
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防災行政無線八郎岳中継局は、市内全域にある屋外拡声子局及び戸別受信機に対して放送内容を送信してい
る計４つの中継局のうちの１つであるが、令和６年１０月に発生した落雷により、送信設備及び中継局舎内外の電
力系統が故障していることが判明した。
送信設備については令和６年度中に修繕が完了する見込みであるが、電力系統については令和６年度に修繕内
容の精査を行い、令和７年度に別途修繕工事を行う予定であることから、当該復旧を行うもの。

（１）事業名 防災行政無線八郎岳中継局電力引込盤等修繕

（２）施工期間 契約日から約６か月

（３）修繕項目 ア 電力引込盤関係 電力引込盤作成・設置、ブレーカー取替

イ 中継局舎内電力系統関係 電源用保安装置取替、動力系導線修理、動作試験等

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円
７，７００

千円
－

千円
－

千円
７，７００

千円
－

千円
－

※災害復旧事業債 ７，７００千円（充当率100 ％、交付税措置率47.5%)
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４ 図面・写真

①八郎岳中継局

千々

大崎

宮摺

②電力引込盤

①八郎岳中継局

拡大図

※Googleマップから引用

①八郎岳中継局（全景）
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４ 図面・写真

①八郎岳中継局

②電力引込盤

※Googleマップから引用

②電力引込盤（令和７年度修繕予定）

・電力引込盤本体

・オートリセットブレーカー※
・電線配管 等
を取り替え予定

※自動でブレーカーを再起動

させるもの

電灯用

（使用可能）

動力用

(使用不可)
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４ 図面・写真

①中継局舎内の送信設備
（令和６年度修繕中）

②中継局舎内図面
（令和７年度修繕予定）

電源用保安装置、動力用電力系統を修繕予定

令和６年度修繕内容
・事業費：7,370千円
・財 源：災害復旧事業債

（充当率100％、措置率47.5％）
・工 期：令和７年２～３月
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５ 主な経過

時期 内容

令和６年10月19日 落雷の影響により、八郎岳中継局の送信停止

同年10月20日～11月18日 現地調査（計４回）、予備機の入れ替えにより仮復旧完了

同年11月下旬 業者へ修繕箇所の精査及び参考見積を依頼

同年12月中旬～ 中継局舎内の送信設備に関する修繕箇所が確定

令和７年１月上旬～ 電力引込盤及び中継局舎内の電力系統について、修繕項目の精
査に時間を要することが判明。
送信設備の修繕のみ先行して開始し、現在修繕中

７ スケジュール

時期 内容

～令和７年３月 送信設備の修繕が完了

同年４月～５月 電力引込盤及び局舎内の電力系統の修繕契約準備⇒契約

同年５月～９月 業者による修繕準備（現地確認、部品発注など）

同年10月～11月 修繕作業実施、完了

６ 雷対策

現状としては、中継局鉄塔にある避雷針をはじめ、中継局舎内の避雷器や耐雷トランス等の設備、
電力引込盤のオートリセットブレーカー等で雷対策を行っているところであり、今回についても
避雷器や耐雷トランスにより最も重要な送信設備の被害を軽減している。
しかしながら、電力引込盤が設置されている柱には避雷設備が設置されていなかったことから、

令和７年度の修繕で対応予定。


